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※下線の成果指標は 「山梨県まち・ひと・しごと創生総合戦略」 にも記載

「ダイナミックやまなし総合計画」　政策別実施状況

プロジェクト 4 まなび・子育て環境創造プロジェクト

政策 1 安心して子どもを産み育てられる社会づくり
計画掲載事業数

（再掲は除く。）
24

【政策推進に当たっての基本的な考え方】

　若い世代が将来に希望を持てる社会を構築するためには、妊娠・出産、子育てへの不

安を解消する必要があります。

　このため、地域社会全体が子どもと子育てを見守り支援する「子育て協働社会」の構

築や、妊娠・出産・子育てに関する負担の軽減に取り組みます。

平
成 

30 

年
度
の
主
な
取
り
組
み
状
況

項　　　　　　　目 頁 担 当 部 局

○ 地域における子育て支援の促進 P.62 子育て支援局・
教 育 委 員 会

○ 若年者・母親等への就労支援 P.65 産 業 労 働 部

○ 産前産後の母親の不安や悩みの軽減 P.66 子育て支援局

○ 放課後の子どもの居場所づくりの促進 P.67 子育て支援局・
教 育 委 員 会

○ 第 2子以降の保育料の無料化 P.68 子育て支援局

○ 多様な保育ニーズへの対応の促進 P.68 子育て支援局

○ こころの発達総合支援センターの機能強化 P.69 子育て支援局・
福 祉 保 健 部

○ 青少年を有害サイトやネット依存から守る取り組み P.71 警 察 本 部

事 
業 
費

施策・事業の実施に要した事業費（本年度までの実績額） 5,612 百万円

前年度までの事業費 4,047 百万円

本年度の事業費 1,565 百万円

成
果
指
標
の
達
成
状
況

成　果　指　標
基 準 値

（基準年度）
A

目 標 値

（目標年度）
B

現 況 値

（直近データ）
C

進捗率（%）

地域子育て支援拠点施設の設置箇所数（総計） 65 箇所
（H26）

74 箇所
（H31）

70 箇所
（H30） 55.6

保育所等の待機児童数 0人
（H26）

0 人
（H31）

0 人
（H30） 達成

病児保育の実施箇所数（総計） 26 箇所
（H26）

35 箇所
（H31）

40 箇所
（H30） 155.6

放課後児童クラブの設置箇所数（総計） 217 箇所
（H26）

258 箇所
（H31）

267 箇所
（H30） 122.0

子育てを支援する企業の数（総計） 277 社
（H26）

352 社
（H31）

382 社
（H30） 140.0

育児休業取得率
女性 89.4％
男性   1.6％
（H24）

女性 90.0％
男性 10.0％
（H30）

女性 92.3％
男性   4.7％
（H30）

－

女性（25 歳～ 44 歳）の有業率 73.75％
（H24）

76.75％
（H29）

79.63％
（H29） 達成

C－A
B－A

×100
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主要な施策の成果 （予算科目　単位：千円）

安心して子どもを産み育てられる社会づくり ※丸数字の施策・事業は 「山梨県まち・ひと・しごと創生総合戦略」 にも記載

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

① 子育て環境に
関する支援策
の検討・実施

　　　 　安心して子どもを産み育てることのできる社会の実

現に向けて、子育てしやすい環境づくりを進めていく

ため、支援策を実施した。

　これにより、子育てしやすい環境づくりに寄与した。

・やまなし子育て応援事業の実施

・やまなし子育て安心保育推進事業の実施

【子育て政策課】

② 地域における
子育て支援の
促進

児童福祉総務費 　安心して子どもを産み育てることのできる環境を整

え、「子育て協働社会」を構築するため、子育て支援

に取り組む市町村を支援するとともに、「子育て支援

隊」を結成して既存の団体・個人による活動の輪を広

げ、県民全体で子育て支援を行う気運を醸成した。ま

た、子育て支援者の養成及び資質向上を図った。

　これにより、子育て支援者の育成とネットワークの

構築が進み、子育てしやすい環境づくりに寄与した。

（ 334,169）

298,232

【子育て政策課】

【社会教育課】 社会教育振興費

（ 308）

277

【地域子育て支援拠点等の設置促進】

・地域子育て支援拠点の設置 70 箇所

・ファミリー・サポート・センターの設置� 17 箇所

【「子育て支援隊」の結成及び推進】

・市町村説明会等を通じた子育て支援隊の活動に関す

る広報・啓発� 2 回

・地域の子育て支援の中核となる人材の育成

� 平成 30 年 9 月～ 10 月　講座修了者 18 人

【子育て支援のネットワークの強化】

・子育て支援団体向け研修会等の開催� 　3 回

・子育て支援団体等による普及啓発活動の実施

【子育て支援者の資質向上】

・子育て支援リーダー実力アップ講座の開催� 10 回

・講座修了生への子育て支援に関する情報提供� 随時
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（予算科目　単位：千円）

安心して子どもを産み育てられる社会づくり

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

③ 子育てに関す
る情報提供及
び相談

児童福祉総務費 　子育ての不安や悩みを解消し、安心して子育てがで

きるようにするため、子育てに関する教材や便利帳を

作成するとともに、幼児教育番組を放映した。また、

子育て相談総合窓口「かるがも」を運用するとともに、

子育て相談関係機関との連携を図った。

　これにより、必要な情報を提供し、子育て中の家庭

の不安感及び負担感の軽減を図り、安心して子育てが

できる環境の整備に寄与した。

（ 563）

235

【子育て政策課】

【社会教育課】 社会教育振興費

（ 13,184）

13,070

【子育て相談総合窓口の運用・連携】

・子育て相談総合窓口による相談件数� 1,229 件

・子育て・青少年相談関係機関連絡会議の開催

� 平成 30 年 10 月

【子育てに関する情報提供】

・幼児教育放送「子育て日記」の放映� 　24 回

・やまなし子育てべんり帳の作成� 　7,500 部

④ ワーク・ライ
フ・バランス
の推進

労 働 福 祉 費 　企業における働きやすい職場環境づくりを促進し、

ワーク・ライフ・バランスの推進を図るため、経営者

等を対象としたセミナーの開催や社会保険労務士等の

専門家の派遣など、企業における働き方改革への取り

組みを支援した。

　これにより、経営者の意識改革や労務環境の改善に

つながるなど、ワーク・ライフ・バランスの推進が図

られた。

（ 5,061）

4,613

【労政雇用課】

・働き方改革アドバイザーによる企業訪問� 645 社

・働き方改革セミナーの開催

� 平成 30 年 11 月　参加者 117 人

・専門家派遣による企業の取り組みへの支援� 43 社
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（予算科目　単位：千円）

安心して子どもを産み育てられる社会づくり

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

⑤ 子育てしやす
い職場環境づ
くりへの支援

男女共同参画費 　ワーク・ライフ・バランスに配慮した企業等の取り

組みを促進するため、子育て応援・男女いきいき宣言

企業などの優良事例の情報発信や仕事と子育て等の両

立に積極的に取り組む企業等の表彰を行うとともに、

県内企業による男性の育児参画等に関する先進的取組

事例の紹介を実施した。

　これにより、県民や企業等に対して、ワーク・ライ

フ・バランスの意義、必要性等についての周知が図ら

れ、子育てしやすい職場環境づくりに寄与した。

（ 71）

25

【県民生活・男女参画課】

・男女共同参画推進事業者等の表彰

� 　県民表彰　　　　5人

　　事業者表彰　2事業所

・男性の育児参画等に積極的に取り組んでいる県内の

企業による事例紹介の実施� 　3 回

⑥ 女性の活躍支
援

男女共同参画費 　職場における女性の登用や、女性が働きやすい職場

環境づくりを促進するため、平成 29 年 3 月に策定し

た「女性の職業生活における活躍の推進に関する施策

についての計画」に基づき、経営者等を対象とした講

演会や、企業や団体等と連携して、働く女性を対象と

したキャリアアップ研修等を実施した。

　これにより、経営者等の女性活躍に向けた理解促進

を図るとともに、女性職員の能力開発や女性リーダー

として活躍できる人材の育成に寄与した。

（ 3,788）

【県民生活・男女参画課】
3,503

・日本を代表する企業の経営者による講演会の開催

� 1 回

・キャリアアップ研修� 1 回

・働く女性の法律相談� 相談件数　38 件

⑦ 父親の子育て
参加への支援

社会教育振興費 　家庭における父親の役割の重要性や家族との関わり

について理解を深めるため、フォーラムや講演・ワー

クショップ等を開催し、父親の子育て参加を推進した。

　これにより、男性の育児及び地域活動への積極的な

参画を推進し、社会全体で子育てをしようとする機運

の醸成に寄与した。

（ 959）

【社会教育課】
935

・企業におけるイクメン応援出張講座の実施� 6 社

・家族で子育て参画を考えるフォーラム� 3 回
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（予算科目　単位：千円）

安心して子どもを産み育てられる社会づくり

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

⑧ 若年者・母親
等への就労支
援

職業能力開発校費 　若年者・子育て中の母親等の就労を支援するため、

カウンセリングやセミナー、子育て相談、職業紹介等

を行うとともに、結婚・出産・子育て等のために退職

した女性の再就職を支援するため、ニーズに応じた職

業訓練等を実施した。

　これにより、若年者や子育て中の母親等の就労に寄

与した。

（ 2,725）

2,570

【労政雇用課】
【産業人材育成課】 雇 用 対 策 費

（ 31,776）

29,496

・「ジョブカフェやまなし」（若年者の就労支援）の運営

� 　相談件数 1,657 件

・「子育て就労支援センター」（子育て中の母親等の就

労支援）の運営� 　相談件数 332 件

・やまなし・しごと・プラザサテライト（就労支援）

の運営� 相談件数 790 件

・女性の再就職を支援するための職業訓練（パソコン、

ビジネスマナー等）の実施

� 修了者 11 人（うち就職者 9人）

⑨ ひとり親家庭
等への支援

母 子 福 祉 費 　ひとり親家庭等の親の就業や子どもの養育を支援す

るため、母子・父子自立支援員が様々な相談に応じる

とともに、一時的に保育ができない家庭に生活支援員

を派遣した。また、就業する意欲を持ったひとり親家

庭等の経済的自立を図るため、資格取得のための養成

機関での修業を支援した。

　これにより、ひとり親家庭等の自立や生活の安定に

寄与した。

（ 28,549）

【子ども福祉課】
26,691

・母子・父子自立支援員による相談件数� 1,158 件

・家庭生活支援員の派遣� 322 時間

・高等職業訓練促進給付金� 7 人

・高等職業訓練修了支援給付金� 1 人

・高等職業訓練促進資金貸付金� 12 人

・国家資格等取得応援給付金� 2 人
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（予算科目　単位：千円）

安心して子どもを産み育てられる社会づくり

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

10 子どもの貧困
対策に資する
取り組みの推
進

青少年総合対策費 　子どもの貧困対策を総合的に推進するため、県、市

町村及び関係機関で構成する「やまなし子どもの貧困

対策推進協議会」を設置し、市町村に対し貧困対策に

必要な情報提供及び広域調整等を行った。

　また、平成 29 年度に実施した子どもの貧困実態調

査により判明した課題の解決を図るため、地域のネッ

トワークづくりの中核を担う地域コーディネーターを

養成する研修を実施するとともに、公的支援制度や問

い合わせ先を掲載したリーフレットを作成し、保育所、

学校等を通じて各家庭に配付した。

　これにより、子どもの貧困対策の推進が図られた。

（ 1,377）

1,358

【子ども福祉課】

・やまなし子どもの貧困対策推進協議会の開催

� 平成 30 年 6 月

・地域コーディネーター養成研修の実施� 52 名養成

・公的支援制度等を掲載したリーフレットの作成・配付

� 約 14 万部作成

⑪ 子宮頸がん検
診の受診率の
向上

成人病対策費 　子宮頸がん検診の受診率を向上させ、将来の健やか

な妊娠・出産を可能とするため、大学生等を対象とした

子宮頸がんに関する講習会や無料検診などを実施した。

　これにより、子宮頸がん検診に対する意識の向上及

び子宮頸がんの早期発見の推進が図られた。

（ 6,278）

6,275

【健康増進課】

・子宮頸がんに関する講習会の開催� 4 大学で実施

・無料子宮頸がん検診の実施

� 4 大学と 2事業所で実施

・子宮頸がん検診に関する啓発

⑫ 産前産後の母
親の不安や悩
みの軽減

公衆衛生総務費 　産前産後の母親の不安や悩みを軽減するため、産前

産後ケアセンターが実施するレスパイト型産後ケア

（宿泊しながら母親の心身の回復と育児技術指導を提

供）へ支援するとともに、24 時間対応の電話相談を

実施した。

　これにより、安心して子どもを産み育てられる社会

づくりに寄与した。

（ 29,660）

28,180

【子育て政策課】

・産前産後ケアセンター利用費の支援

� 平成 30 年度　397 組　延べ 916 泊

・産前産後電話相談の実施� 　　　　  　1,841 件
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（予算科目　単位：千円）

安心して子どもを産み育てられる社会づくり

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

⑬ 不妊治療に対
する支援の推
進

公衆衛生総務費 　不妊・不育に悩む人の出産の希望を実現できるよう

にするために、高額な治療費を要する体外受精以外に

妊娠が望めないと主治医が判断した夫婦を対象とした

特定不妊治療、男性不妊治療や流産を繰り返す等の不

育症治療について支援した。

　これにより、子どもを望む多くの夫婦の治療に関す

る経済的負担の軽減及び妊娠の実現に寄与した。

（ 187,171）

139,969

【子育て政策課】

・特定不妊治療費助成による支援� 　延べ 767 件

　　助成を受けた夫婦の妊娠率　� 　約 48.7％

・男性不妊治療助成による支援　� 　 1 件

・不育症治療助成による支援　　� 　 4 件

⑭ 先天性代謝異
常等検査の推
進

公衆衛生総務費 　稀少疾患である先天性代謝異常等は、早期発見・治

療により重篤化を予防することができるため、先天性

代謝異常検査を実施した。

　これにより、早期発見・治療が可能となり、新生児

の健全な発育発達と先天性代謝異常等の重篤化予防に

寄与した。

（ 25,804）

23,852

【子育て政策課】

・先天性代謝異常等検査の実施� 　5,772 件

⑮ 放課後の子ど
もの居場所づ
くりの促進

児童福祉総務費 　保護者が昼間家庭にいない小学生に対して、放課後

に児童館・公民館、小学校の余裕教室等を利用して過

ごせる放課後児童クラブの設置を促進した。また、地

域住民とともに子どもたちが様々な活動を行う放課後

子供教室との連携、一体化を促進した。

　これにより、放課後子供教室の拡大と充実、放課後

児童クラブとの一体的な運用が図られ、働きながら子

育てしやすい環境づくりと子どもたちの安全で健やか

な居場所づくりの促進に寄与した。

（ 330,909）

293,075

【子育て政策課】
【社会教育課】 社会教育振興費

（ 29,386）

27,098

・放課後児童クラブの設置　� 267 箇所

・小規模放課後児童クラブの職員適正配置� 　  7 箇所

・放課後子供教室への運営支援� 　18 市町村 86 教室

・放課後子ども総合プラン推進委員会の開催� 　3 回

・放課後子ども総合プラン指導者研修会の開催�　5 回
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（予算科目　単位：千円）

安心して子どもを産み育てられる社会づくり

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

⑯ 第 2子以降の
保育料の無料
化

児童福祉総務費 　子どもを持ちたいという子育て世代の希望が実現し

やすい環境を整えるため、第 2子以降の 3歳未満児の

保育料を無料化する市町村を支援した。

　これにより、子育て世帯の経済的負担の軽減や、仕

事と子育ての両立など子育てしやすい環境づくりに寄

与した。

（ 253,630）

229,013

【子育て政策課】

・保育料無料化が行われた 3歳未満の子どもの数

� 3,667 人

⑰ 多様な保育
ニーズへの対
応の促進

児童福祉総務費 　保護者の就労形態等に応じた様々な保育ニーズに柔

軟に対応し、安心して子育てしやすい環境を整えるた

め、延長保育、病児保育等のきめ細かな保育の充実に

取り組む市町村を支援した。

　これにより、働きながら子育てしやすい環境づくり

に寄与した。

（ 358,670）

307,689

【子育て政策課】［ 10,820］

・延長保育対応可能な保育所等の設置� 189 箇所

・病児保育の実施� 40 箇所

・病児病後児保育施設の相互利用の開始

� 平成 30 年 4 月、県内全域における広域利用開始

18 児童虐待の防
止と早期対応
の推進

児童福祉総務費 　児童虐待の防止と、虐待が深刻化する前の早期発見・

早期対応や子どもの保護、家族を含めた支援のため、

県民への意識啓発を図るとともに、児童相談所の体制

整備を推進した。

　これにより、児童虐待の防止と早期対応に寄与した。

（ 32,950）

31,094

【子ども福祉課】

・テレビＣＭの放映� 60 回

・児童虐待対応協力員（非常勤）の配置� 3 人

・児童精神科医等（非常勤）の配置� 1 人

・弁護士（非常勤）の配置� 3 人

・一時保護所心理職員（非常勤）の配置� 2 人

・家族統合の通所訓練� 46 ケース（うち目標達成 14）
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（予算科目　単位：千円）

安心して子どもを産み育てられる社会づくり

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

19 こころの発達
総合支援セン
ターの機能強
化

児童福祉施設費 　児童虐待や発達障害者等のこころの問題に対応する

ため、診療、相談や療育の支援を総合的に担う「ここ

ろの発達総合支援センター」の機能強化を図った。

　これにより、こころの問題を抱えた子どもや発達障

害者等の支援の充実に寄与した。

（ 16,003）

14,024

【子ども福祉課】
【障害福祉課】

社会福祉総務費

（ 7,785） ・相談件数� 　4,293 件

6,424 ・診療件数� 　2,163 件

・発達障害に関する研修の実施� 　　　　14 回

精 神 保 健 費 ・子どもの心の診療関係者研修の実施� 　 3 回

（ 7,783） ・普及啓発・情報提供の実施　� 　　　　 1 回

7,350

20 施設入所児童
等の自立支援

児童福祉総務費 　児童養護施設入所児童等が円滑に自立するため、退

所後の住居や職場を訪問して助言・指導を行うなど、

退所児童等のアフターケアに取り組んだ。

　これにより、施設入所児童等の自立に寄与した。

（ 2,217）

【子ども福祉課】
1,739

・児童入所施設退所児童への指導� 　24 人

・身元保証確保対策の実施　就職時の身元保証�　2 人

　　　　　　　　　　住宅等賃借時の連帯保証� 10 人

・児童入所施設退所者等への自立支援のための貸付

� 31 人

21 家庭的養護の
推進

児童福祉総務費 　社会的養護が必要な子どもをできる限り家庭的な環

境で養育できるよう、児童養護施設等の小規模化・地

域分散化や里親等委託を推進した。

　これにより、家庭的な養育環境の充実に寄与した。

（ 4,366）

【子ども福祉課】
3,788

児童福祉施設費 ・地域小規模施設　　　� 　3 箇所

（ 36,198） ・小規模グループケア　� 　20 箇所

36,198 ・里親等委託児童　　　� 　86 人

・里親体験事業利用児童� 　19 人

・里親認定　　　　　　� 　新規 15 世帯
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（予算科目　単位：千円）

安心して子どもを産み育てられる社会づくり

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

社会全体で若
者の結婚を応援
する気運の醸成
や連携の構築

住みよい地域づくり推進費 　若者が希望を持って結婚に踏み出せるよう出会いの

機会を提供するとともに、県民や企業、市町村、各種団

体が連携する中で、結婚応援フォーラムを開催するな

ど、社会全体で若者の結婚を応援する気運を醸成した。

　これにより、若者の結婚を後押しする環境づくりに

寄与した。

（ 28,677）

23,805

【子育て政策課】

・やまなし出会いサポートセンターの運営

　　登録会員� 1,930 人

・専用サイトやメールマガジンによる婚活イベント情

報の発信

　　メールマガジン登録者� 775 人

・若者の結婚応援事業の実施

・結婚応援フォーラムの開催

� 　平成 30 年 12 月　参加者 140 人

・結婚ポジティブキャンペーンによるキャッチフレー

ズ及びロゴマークの広報

� 　チラシ 2万枚、ポスター 500 枚

・若者応援ネットワーク会議の開催� 　3 回

・婚活応援フェアの開催

� 　平成 30 年 8 月　参加者 405 人

・婚活イベント併催セミナーの開催� 　5 回

・婚活応援隊・婚活応援企業の登録促進

23 青少年の健全
な育成の推進

青少年総合対策費 　地域・家庭・企業等の連携による県民総参加の青少

年健全育成を推進するために、「青少年保護育成のた

めの環境浄化に関する条例」に基づき、青少年の健全

育成に総合的に取り組んだ。

　これにより、地域・家庭・企業等が一体となって、

青少年の健全育成に取り組む体制が整備され、県民の

意識啓発に寄与した。

（ 4,756）

【社会教育課】
4,634

・青少年育成山梨県民会議の活動（高校生のネット・

シンポジウム）への支援

・青少年社会環境健全化推進会議の開催

　平成 30 年 7 月

・青少年社会環境健全化推進キャンペーンの実施

　2回
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（予算科目　単位：千円）

安心して子どもを産み育てられる社会づくり

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

24 青少年を有害
サイトやネッ
ト依存から守
る取り組み

　　　 　ソーシャルネットワークサービスのアプリやコミュ

ニティサイトに起因する犯罪被害等から生徒を守るた

め、スマートフォン所持率が上昇する小学生、中学生、

高校生及び保護者に対し、インターネットの危険性

や正しい利用方法を指導し、セキュリティ対策の強化

及び予防対策の周知を図った。
【警：生活安全捜査課】

　これにより、青少年を被害者とする犯罪等の防止に

寄与した。

・小学生、中学生、高校生及び保護者に対するイン

ターネット防犯講話の実施� 　158 回
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※下線の成果指標は 「山梨県まち・ひと・しごと創生総合戦略」 にも記載

「ダイナミックやまなし総合計画」　政策別実施状況

プロジェクト 4 まなび・子育て環境創造プロジェクト

政策 2 個性と学力を伸ばす教育の充実
計画掲載事業数

（再掲は除く。）
17

【政策推進に当たっての基本的な考え方】

　本県が人口減少やグローバル社会の進行などの大きな変化に対応していくためには、

地域社会の中で絆を保ちながら、それぞれの個性を生かして自立し、率先して行動でき

る人材を育成する必要があります。

　このため、家庭・地域・学校が連携し、子どもたちの夢や希望の実現に向けた実践的

な学習を推進するとともに、安全で安心して学ぶことができる教育環境づくりに取り組

みます。

平
成 

30 

年
度
の
主
な
取
り
組
み
状
況

項　　　　　　　目 頁 担 当 部 局

○ 知事と教育委員会の連携による教育行政の推進 P.74 県 民 生 活 部

○ 少人数教育の充実 P.76 教 育 委 員 会

○ 学力向上に関する取り組みの推進 P.76 教 育 委 員 会

○ いじめ・不登校対策等の推進 P.77 教 育 委 員 会

○ グローバル人材の育成 P.79 教育委員会・
県 民 生 活 部

○ 特別支援学校における教育環境の整備の推進 P.80 教 育 委 員 会

○ 高等学校等の就学支援 P.81 教育委員会・
県 民 生 活 部

事 

業 

費

施策・事業の実施に要した事業費（本年度までの実績額） 39,320 百万円

前年度までの事業費 28,868 百万円

本年度の事業費 10,452 百万円

成
果
指
標
の
達
成
状
況

成　果　指　標
基 準 値

（基準年度）
A

目 標 値

（目標年度）
B

現 況 値

（直近データ）
C

進捗率（%）

全国学力・学習状況調査の全国平
均正答数との比較割合（小中学校）

99.3％

（H26）

100.0％超

（H31）

99.7％

（H30）
57.1

工業系高校 2・3 年生の技能検定
等国家資格取得の延べ人数割合

69.0％

（H26）

74.0％

（H31）

92.2％

（H30）
464.0

公立小中学校で認知したいじめの
解消率
※国の調査基準が変更となったため改定後の
数値を記載

83.0％

（H25）

94.5％

（H30）

92.0％

（H29）
78.3

C－A
B－A

×100
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主要な施策の成果 （予算科目　単位：千円）

個性と学力を伸ばす教育の充実 ※丸数字の施策・事業は 「山梨県まち・ひと・しごと創生総合戦略」 にも記載

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

1 知事と教育委
員会の連携に
よる教育行政
の推進

　　　 　知事と教育委員会が、十分な意思疎通を図り、本県

の教育についての課題やあるべき姿を共有するため、

総合教育会議を開催した。

　これにより、知事と教育委員会の連携による教育行

政の推進に寄与した。【私学・科学振興課】
・総合教育会議の開催� 　2 回

② 保護者・教師・
住民が一体と
なった学校運
営

教 育 指 導 費 　子どもたちの個性と創造力を育む新たな学校づくり

に向け、保護者や地域住民が学校運営に参画する学校

運営協議会の設置を推進するとともに、学校活動を支

援する学校応援団等の活動の充実に取り組んだ。

　これにより、保護者・教師・住民が一体となった学

校運営に寄与した。

（ 752）

700

【義務教育課】
【社会教育課】

・学校運営協議会の設置� 　16 校

・学校応援団地域コーディネーター研修会の開催

� 平成 30 年 12 月　参加者 242 人
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（予算科目　単位：千円）

個性と学力を伸ばす教育の充実

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

③ 魅力と活力あ
る高校づくりの
推進と中高一
貫教育の導入

学 校 建 設 費 　子どもや保護者が将来に夢を持つことができる高校

教育を実現するため、学校再編や定員策定など、魅力

と活力ある高校づくりを推進するとともに、特色ある

中等教育創造のため、連携型中高一貫教育の導入に向

けて取り組んだ。また、即戦力として活躍できる産業

人材を育成するため、工業系高校への専攻科設置に向

けて取り組んだ。

　これにより、生徒の興味、関心、進路希望など幅広

いニーズに対応した高校の教育環境の充実に寄与した。

（ 1,283,434）

822,719

［ 268,995］

【高校改革・特別支援教育課】
【学校施設課】

・峡南地域の県立高校再編整備の検討

　　峡南地域新設校設置推進委員会の開催� 7 回

・定員の策定

　　公立高校定員� 5,670 人

・峡南地域単位制・総合制高校の校舎等整備

　　建築設計　平成 29 年 8 月～平成 30 年 8 月

　　施設解体　平成 29 年 12 月～平成 30 年 8 月

　　校舎建設　平成 30 年 12 月～令和 2年 2月

・連携型中高一貫教育の導入

身延・南部地域連携型中高一貫教育推進委員会の

開催� 2 回

県教育長、身延町・南部町教育長による「連携型中

高一貫教育の実施に関する協定書」締結式を執行

� 　平成 30 年 5 月

・甲府工業高校全日制専攻科設置の検討

教育内容等を検討するための甲府工業高等学校専

攻科連携推進委員会の開催� 3 回

・甲府工業高校全日制専攻科の校舎等整備

　　建築設計　　　平成 29 年 5 月～平成 30 年 4 月

　　運動施設建設　平成 30 年 6 月～令和元年 7 月

　　運動施設解体　平成 30 年 10 月～平成 30 年 12 月

　　校舎建設　　　平成 30 年 12 月～令和 2 年 1 月
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（予算科目　単位：千円）

個性と学力を伸ばす教育の充実

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

④ 少人数教育の
充実

教 職 員 費 　児童生徒の発達段階に応じたきめ細かな指導を行う

ため、小学校 1、2年生は 30 人学級、小学校 3年生か

ら中学校 3 年生までは 35 人学級とする本県独自の少

人数学級編制を継続して実施するとともに、チーム

ティーチング等の少人数指導に係る教職員配置を見直

し、少人数教育の充実を図った。

　これにより、学力向上や学校現場の抱える諸課題へ

の対応の充実に寄与した。

（項：小学校費）

【教：総務課】
（ 1,151,986）

1,151,986

教 職 員 費

（項：中学校費）

（ 1,014,911）

1,014,911 ・少人数学級編制に応じた教職員の配置

　　小学校　延べ 133 校　133 人

　　中学校　延べ 75 校　  129 人

・チームティーチング等少人数指導に係る教職員の配置

　　小学校　72 校　73 人

　　中学校　52 校　54 人

⑤ 学力向上に関
する取り組み
の推進

教 育 指 導 費 　児童生徒の学力向上を図るため、教員の授業力を高める

取り組みや、家庭学習の確保及び地域連携の推進に努めた。

　これにより、授業改善の推進、教員の資質向上、児

童生徒の学力の定着・向上に寄与した。

（ 23,116）

20,052

【義務教育課】
【高校教育課】 【若手教員の実践的指導力を高めるための支援】

・若手教員への授業技術及び学級経営等に関する指導

の実施� 　192 校　371 人

・情報交換を目的とした退職教員等による連絡協議会

の開催� 　3 回

【授業改善プランの実践推進】

・小 3・小 5・中 2への県独自の学力調査の実施　

� 平成 30 年 4 月

・県独自の学力調査の分析結果を基にした授業改善案

作成・公表　� 平成 30 年 6 月

・学力向上フォーラムの開催� 　1 回

【主体的・協働的な授業の推進】

・「主体的・対話的で深い学び」による授業づくり公

開研究会の実施

� 主体的・対話的で深い学び推進事業推進校  4 校  14 回

【高校における指導・評価の改善の推進】

・授業改善推進協議会の開催　� 　　　2回

・各校における研修会

・授業改善に向けた訪問指導の実施� 　356 回

・授業改善に向けた実践事例集のＨＰ公開

【家庭学習及び地域連携の推進】

・学力向上キャラバンの開催　� 　　15 校
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（予算科目　単位：千円）

個性と学力を伸ばす教育の充実

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

⑥ いじめ・不登
校対策等の推
進

教育センター費 　いじめ・不登校対策等に積極的に取り組むため、面

接相談や電話相談を実施して問題の早期発見、早期対

応に努めるとともに、スクールカウンセラーやスクー

ルソーシャルワーカー＊の活用により児童生徒の健全

育成を支援した。

　これにより、児童生徒、保護者及び教職員の不安や

悩みの軽減・解消、課題解決に寄与した。

（ 16,727）

15,731

【教：総務課】
【義務教育課】
【高校教育課】

教 育 指 導 費

（ 149,742）

146,853

【教育相談】

・総合教育センターによる面接相談　� 841 件

　　うち、いじめ・不登校が主な相談　� 563 件

・電話相談「いじめ・不登校ホットライン」� 2,331 件

　　うち、いじめ・不登校が主な相談　� 342 件

【スクールカウンセラー・スクールソーシャルワーカー】

・スクールカウンセラーの配置

� 小中学校 150 校　高校 6校

・スクールカウンセラーによる訪問

� 小中学校 176 回　高校 175 回

・スクールソーシャルワーカーの配置

� 小中学校 11 人　高校 2人

・スクールソーシャルワーカーによる訪問

� 小中学校 1,465 回　高校 264 回

⑦ キャリア教
育・職業教育
の充実

教 育 指 導 費 　社会的に自立する力、多様な課題に主体的に対応す

る力、具体的なビジョンに基づくキャリアプランニン

グ能力等を育成するため、体験学習を推進した。また、

専門高校において、生徒の専門的知識・技能の向上を

図るため、専門家による実践的学習等の高度な職業教

育を推進した。

　これにより、高校生の人生観及び職業観・勤労観の

育成や専門高校生の技術力向上に寄与した。

（ 19,295）

17,649

【高校教育課】

【キャリア教育】

・インターンシップ推進のための地域連絡会議の開催

� 　平成 30 年 5 月

・実践型体験学習プログラムの実施� 　35 校　163 件

・ライフプラン小中高推進協議会　� 　　4回

【職業教育】

・専門高校生の技能向上を図るための企業技術者によ

る実践的授業の実施　� 　　　　　　　750 人

・工業系高校 2･3 年生の技能検定等国家資格取得の延

べ人数割合　� 　92.2％
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（予算科目　単位：千円）

個性と学力を伸ばす教育の充実

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

⑧ 青少年体験活
動の充実

社会教育振興費 　次代を担う若者の資質・能力の向上及び地域活動の

リーダーの育成を図るために、日常生活では経験でき

ない交流や体験活動の充実を図るとともに、若者が地

域の人々とともに地域課題に向けた学習に取り組み、

地域の活性化に資する企画を提案し自ら実行する活動

を支援した。

　これにより、自然体験活動を通して地域づくりに貢

献できるリーダーの養成を図るとともに、若者が挑戦

し、活躍できる場の創出と中心市街地の活性化に寄与

した。

（ 3,685）

【社会教育課】
3,044

・青少年長期体験活動「やまなし少年海洋道中」の実

施� 中学生 48 人参加

・やまなし若者中心市街地活性化協働事業に係る実行

委員組織の構築

　　実行委員となった若者� 　14 人

　　甲州市、都留市のイベントに参加

9 しなやかな心
の育成

教 育 指 導 費 　児童生徒の豊かな心を育成するとともに、自他を敬

愛し、最後まで諦めない「しなやかな心」の育成を推

進するため、道徳教育に関する研究や、通学時マナー

アップ運動、家読（うちどく）運動を展開した。

　これにより、道徳の授業改善につながるとともに、

家庭や地域と連携した道徳教育の一層の充実や、豊か

な自己形成ができる能力や態度の育成、家庭での読書

を通じた児童生徒の豊かな心の育成に寄与した。

（ 3,634）

【義務教育課】
【高校教育課】
【社会教育課】

3,034

【道徳教育の推進】

・全公立小中学校の道徳担当者を対象とした研修の実施

� 　3 回

・道徳研究推進校の設置　� 　6 校

・地域や保護者への道徳の授業公開の実施　� 235 校

【しなやかな心の育成プロジェクトの推進】

・通学時マナーアップ運動の実施

� 　全公立高校　各 5回

・「しなやかな心の育成」講演会の開催� 小・中　6校

・高校道徳教材「自分との出会い」を活用した授業の

実施� 　　21 校

【家読（うちどく）運動の推進】

・うちどくポップ展の開催� 　　応募総数 3,736 点

・「家読 100 選」パンフレットの配布� 39,000 部
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（予算科目　単位：千円）

個性と学力を伸ばす教育の充実

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

⑩ グローバル人
材の育成

教 育 指 導 費 　国際的に活躍できるグローバル人材を育成するた
め、語学力、幅広い教養、問題解決力等の国際的素養
を高校生に身に付けさせるとともに、高校生や大学生
の留学支援を進めた。また、県立大学と海外の大学等
との国際交流協定の拡大などにより、学生の海外留学
や外国人留学生の受け入れなどを推進した。
　これにより、多様な文化や価値観に触れる機会の拡
大が図られ、グローバルな視野をもった人材の育成に
寄与した。

（ 11,000）

【高校教育課】
【私学・科学振興課】

10,176

・高校生の海外留学への支援
　　短期留学　40 人（アメリカ 20 人、イギリス 20 人）
・大村智人材育成基金を活用した高校生や大学生等の
留学支援� 18 人

・スーパーグローバルハイスクール＊の指定
� 　平成 31 年 3 月現在　1校
・国際バカロレア＊認定校の申請� 　1 校
・テキサスＡ＆Ｍ大学キングスビル校（米国）等との
協定締結� 　3 件

⑪ 英語教育の強
化

教 育 指 導 費 　中学校における生徒の英語力の推進とともに、高等
学校の英語担当教員の指導力向上を図った。また、英
語でふるさとを紹介するページ等を設けた郷土学習教
材の活用を推進した。
　これにより、各校種の連携を意識した授業改善が進
むとともに、外国語を通じた言語や文化に対する理解
の向上や、積極的にコミュニケーションを図ろうとす
る児童生徒の育成に寄与した。

（ 3,036）

【義務教育課】
【高校教育課】

997

【生徒の英語力の向上】
・中学生英語力向上サポート事業の導入市町村数
� 11 市町村
・導入市町村における中学 3年生の英検受験率� 42%
　山梨県全体における中学 3年生の英検受験率� 32%
【英語教員の指導力向上】
・高等学校英語担当教員を対象とした研修会の開催
� 11 回
・高等学校における指導方法改善のための指導事例の
HP公開� 13 件

【郷土学習教材の活用】
・「ふるさと山梨」郷土学習コンクールの開催
� 応募作品 2,915 点
・「ふるさと山梨」郷土学習実践研究発表大会の開催
� 参加者 190 人
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（予算科目　単位：千円）

個性と学力を伸ばす教育の充実

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

12 食育の推進に
向けた栄養教
諭による指導
の充実

学 校 保 健 費 　学校における食育を推進するため、栄養教諭の配置
拡大や研修会等の実施により、食に関する指導の充実
を図った。
　これにより、食育指導が一層きめ細かなものとなり、
児童生徒の食に対する理解が進んだ。

（ 167）
107

【スポーツ健康課】
・栄養教諭を対象とした研修会等の開催　16 回
・栄養教諭の配置拡大　� 47 人（累計）

⑬ 障害のある児
童生徒の自立
と社会参加の
推進

　　　 　障害による学習及び生活上の困難を克服し、自立し
て社会参加する力を養うため、特別支援学校に理学療
法士、作業療法士など自立活動に関する外部専門家や
企業開拓等の専門職員を配置した。
　これにより、教員に対して適切なアドバイスが行わ
れるなど、障害のある児童生徒に対する指導の充実が
図られた。

【高校改革・特別支援教育課】

・特別支援学校 9校への専門家配置
　　理学療法士　1人　作業療法士　2人
　　言語聴覚士　3人　心理士　　　9人
　　視能訓練士　1人
　　企業開拓のための専門職員　　   1 人

⑭ 特別支援学校
における教育
環境の整備の
推進

甲府支援学校等費 　特別支援学校における安全で快適な学びの場を提供
するため、学校施設の改築や改修を計画的に進めた。
　これにより、教育環境が向上し、児童生徒の日々の
学校生活の充実に寄与した。

（ 605,315）
339,847

［ 263,781］
【高校改革・特別支援教育課】
【学校施設課】

・特別支援学校うぐいすの杜学園建設
　　校舎建設　平成 30 年 12 月～令和元年 12 月
・やまびこ支援学校移転・改築
　　桂台住民説明会の開催� 3 回
　　やまびこ支援学校保護者見学会の開催
� 平成 30 年 5 月
　　建築設計　平成 29 年 8 月～平成 30 年 8 月
　　校舎建設　平成 30 年 12 月～令和元年 12 月

⑮ 障害者職業能
力検定の実施

雇 用 対 策 費 　障害者の企業への円滑な就労を促進するため、客観
的な評価基準を定め、技能レベルを認定する障害者職
業能力検定を実施した。
　これにより、障害者の職業に関する技能・技術の習
熟や職業意識の向上に寄与した。

（ 2,278）
【産業人材育成課】 1,221

・基礎検定の実施　　　� 　 2 回
� 　　　　　延べ 88 人受検　46 人認定
・専門職種検定の実施　� 3 回
　　　　　� 85 人受検　75 人認定
・専門職種検定部会の開催� 1 回
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（予算科目　単位：千円）

個性と学力を伸ばす教育の充実

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

16 私学教育の振
興

私 学 振 興 費 　特色ある教育を行う私立学校の教育条件の維持向上

や生徒等の経済的負担の軽減を図るため、私立学校運

営費補助金を交付するなど、私立学校を支援した。

　これにより、私立学校の安定的な運営と私学教育の

振興に寄与した。

（ 3,530,259）

【私学・科学振興課】
【子育て政策課】

3,524,705

・私立学校運営費補助による支援

　　幼稚園等　56 園

　　小学校　　 4 校

　　中学校　　 6 校

　　高等学校　11 校

・私立幼稚園等への障害児就園に対する支援　20 園

⑰ 高等学校等の
就学支援

諸 費 　高等学校や特別支援学校に通う場合の保護者等の経

済的負担を軽減し、生徒が安心して就学できるように

するため、就学に要する経費等に対して支援した。

　これにより、高等学校等への進学を望む生徒の就学

機会の確保に寄与した。

（ 2,090,904）

【高校教育課】
【私学・科学振興課】
【高校改革・特別支援教育課】

2,064,361

私 学 振 興 費

（ 1,358,793）【公立高等学校】

1,313,661 ・就学支援金（学び直しを含む）による支援

� 15,356 人

・山梨県高等学校等奨学給付金による支援� 1,951 人

・低所得世帯への県立高等学校の入学料の減免

� 202 人

・入学準備サポート事業による支援� 546 人

【私立学校】

・就学支援金（学び直しを含む）による支援

� 7,410 人

・私立高等学校授業料減免事業費補助金による支援

� 253 人

・私立学校等奨学給付金による支援� 679 人

・私立高等学校等入学準備サポート事業による支援

� 182 人

【特別支援学校】

・特別支援教育就学奨励費による支援� 891 人
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※下線の成果指標は 「山梨県まち・ひと・しごと創生総合戦略」 にも記載

「ダイナミックやまなし総合計画」　政策別実施状況

プロジェクト 4 まなび・子育て環境創造プロジェクト

政策 3 スポーツ・文化の振興と魅力の発信
計画掲載事業数

（再掲は除く。）
11

【政策推進に当たっての基本的な考え方】

　心身ともに健康で豊かな県民生活と、活力と潤いのある地域社会を実現していくため

には、県内におけるスポーツ・文化の振興を図るとともに、スポーツ・文化を活用した

多様な交流を創出していく必要があります。

　このため、東京オリンピック・パラリンピックに向けて、県民がスポーツや芸術文化

に親しみ、実践する環境づくりに取り組みます。また、スポーツや芸術文化に関する本

県の情報等を県内外に積極的に発信し、交流人口の拡大を図ります。

平
成 

30 

年
度
の
主
な
取
り
組
み
状
況

項　　　　　　　目 頁 担 当 部 局

○ 子どもの体力向上への取り組みの推進 P.84 教 育 委 員 会

○ 東京オリンピック・パラリンピック等の事前合宿の誘致 P.85
オリンピック・パラ
リンピック推進局

○ 県有スポーツ施設の整備の推進 P.86
総合政策部・
教 育 委 員 会

○ 新たなスポーツ観光の創出 P.86 観 光 部

○ 山梨サイクルネット構想の推進 P.87 県 土 整 備 部

○ 県民の文化芸術活動への参加促進 P.87 県 民 生 活 部

○ 県立文化施設の特色を生かした企画展・特別展の開催や教育普及事業の実施 P.87 教 育 委 員 会

事 

業 

費

施策・事業の実施に要した事業費（本年度までの実績額） 3,126 百万円

前年度までの事業費 2,319 百万円

本年度の事業費 807 百万円

成
果
指
標
の
達
成
状
況

成　果　指　標
基 準 値

（基準年度）
A

目 標 値

（目標年度）
B

現 況 値

（直近データ）
C

進捗率（%）

成年のスポーツ実施率
77.6％

（H26）

80.9％

（H31）

79.7％

（H30）
63.6

週 3 日以上授業以外で運動・ス
ポーツを実施している児童の割合

男子 57.8％

女子 33.0％

（H26）

男子 65.0％

女子 40.0％

（H31）

男子 65.5％

女子 42.6％

（H30）

男子  106.9

女子  137.1

全国体力・運動能力、運動習慣等
調査における児童の体力合計点

53.5 点

（H26）

55.0 点

（H31）

54.5 点

（H30）
66.7

県立文化施設 4館の教育普及事業
参加人員

79,244 人

（H26）

82,000 人

（H31）

83,676 人

（H30）
160.8

C－A
B－A

×100
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主要な施策の成果 （予算科目　単位：千円）

スポーツ・文化の振興と魅力の発信 ※丸数字の施策・事業は 「山梨県まち・ひと・しごと創生総合戦略」 にも記載

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

1 東京オリンピッ
ク・パラリン
ピック等に向け
た選手育成

体 育 振 興 費 　本県アスリートがオリンピック・パラリンピック等

の舞台で活躍するとともに、ジュニア期から一貫した

指導を行い全国トップレベルの選手の育成を図るた

め、各競技団体の選手強化事業、県教育委員会が指定

した高校運動部の行う活動に対して支援した。

　これにより、選手の練習機会の充実が図られ、将来

の活躍が期待される若手選手の育成に寄与した。

（ 31,400）

30,822

【スポーツ健康課】

・ジュニアアスリート・トータルサポート事業への支援

� 　　41 競技

・東京オリンピックに出場が期待される選手による練

習会の実施� 37 回（18 人× 2回、1人× 1回）

・高校運動部強化指定事業への支援� 37 校 103 部

2 身近な地域ス
ポーツの促進

体 育 振 興 費 　県民の健康増進とスポーツの振興による地域活性化

を図るため、身近な地域でスポーツに参加できる機会

を創出し、スポーツ未実施率の縮減につなげる取り組

みを促進した。

　これにより、各地域において、スポーツへの参加が

促進され、スポーツを行う人の増加に寄与した。

（ 1,019）

【スポーツ健康課】
878

・山梨県地域スポーツ推進協議会の開催　� 3 回

・オリンピアン等を活用した講演会の開催

　平成 30 年 11 月　参加者 132 人

③ 子どもの体力
向上への取り
組みの推進

体 育 振 興 費 　子どもの体力向上を図るため、子どもたちへの運動

機会の提供により運動習慣の定着を目指して、学校、

家庭、地域が連携した取り組みを推進した。

　これにより、推進校・参加校を中心に子どもの運動

機会が増加し、体力向上に寄与した。

（ 397）

386

【スポーツ健康課】

・イベントや研修会等による健康・体力づくりの実践

� 　　1回

・学校における体力向上の取り組みへの支援� 　57 校
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（予算科目　単位：千円）

スポーツ・文化の振興と魅力の発信

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

4 スポーツによ
る国際交流の
推進

体 育 振 興 費 　国際交流や国際親善を深め、本県スポーツの振興を

図るため、中国四川省や韓国忠清北道とのスポーツ交

流を推進した。

　これにより、スポーツによる国際交流や国際親善が

深まり、本県のスポーツ振興に寄与した。

（ 3,562）

2,982

【スポーツ健康課】

・スポーツ交流事業の実施

　　平成 30 年 12 月　韓国忠清北道

� （受入・バレーボール）

⑤ 東京オリンピッ
ク・パラリン
ピック等の事
前合宿の誘致

企 画 総 務 費 　東京オリンピック・パラリンピックやラグビーワー

ルドカップの事前合宿の誘致を図るため、市町村や競

技団体等と連携を図り、県内競技施設の情報提供や関

係者への働きかけ等を行った。

　これにより、2市の事前合宿が決定するなど、誘致

活動に寄与した。

（ 10,614）

9,183

【オリンピック・パラリンピック推進課】 体 育 振 興 費

（ 7,165）

3,765 ・平成 30 年度末現在のホストタウン登録数

� 11 市町村

・県内競技施設の情報提供

　　世界 84 箇国で県ホームページ閲覧

・市町村や競技団体等との連携

　　関係団体による事前合宿等誘致連絡会議の開催

� 2 回

・事前合宿誘致に係る関係者への働きかけや市町村支援

山梨県東京オリンピック・パラリンピック兼ラグ

ビーワールドカップ地域戦略スーパーバイザーに

よる支援

山梨県東京オリンピック・パラリンピック　フラ

ンスコーディネートアドバイザーによる支援

東京 2020 オリンピック・パラリンピック山梨県

実行委員会の設置

・ラグビーワールドカップ 2019 事前キャンプ誘致に

向けた支援　2市町
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（予算科目　単位：千円）

スポーツ・文化の振興と魅力の発信

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

6 大規模スポー
ツ大会の開
催・誘致

　　　 　国民体育大会の開催は、本県のスポーツの振興や文

化の発展はもとより、本県の多彩な魅力を発信する絶

好の機会であることから、平成30年6月議会において、

2031 年の大会を本県に招致することを目指す旨表明

した。

　これにより、県民のスポーツへの関心を高めること

に寄与した。

【スポーツ健康課】

⑦ 県有スポーツ
施設の整備の
推進

企 画 総 務 費 　本県のスポーツ環境の充実を図るとともに、東京オ

リンピック・パラリンピックの事前合宿等の誘致をは

じめとしてスポーツによる交流人口の増加を図るた

め、富士北麓公園競技場屋内練習走路等の造成・改修

を行った。

　また、総合球技場については、平成 29 年 12 月に設

置した総合球技場基本計画検討委員会から、検討結果

をとりまとめた報告書の提出を受けた。

（ 20,723）

17,740

【スポーツ健康課】
【政策企画課】

［ 2,630］

公 園 費

（ 572,885）

539,766

・富士北麓公園競技場改修

　　屋内練習走路造成工事

� 平成 29 年 2 月～平成 30 年 7 月

　　陸上競技場・球技場芝生改修工事

� 平成 30 年 1 月～ 12 月

　　陸上競技場・球技場トイレ等改修工事

� 平成 30 年 8 月～平成 31 年 1 月

・総合球技場基本計画策定に向けた検討及び調査の実

施

　　総合球技場基本計画検討委員会の開催� 　5 回

　　総合球技場基本計画検討委員会報告書の提出

� 　平成 31 年 3 月

⑧ 新たなスポー
ツ観光の創出

　　　 　新たなスポーツ観光の創出を図るため、富士の国や

まなし観光ネットにおいてゴルフなどのアウトドアス

ポーツや、キャンプなどのレジャーに関する情報など、

総合的なスポーツツーリズムや観光に関する情報発信

を行った。

　これにより、スポーツやレジャーを目的とした本県

への誘客に寄与した。

【観光プロモーション課】

・富士の国やまなしを全力で走るサイト＋（プラス）

の総アクセス数� 99,469 ページビュー
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（予算科目　単位：千円）

スポーツ・文化の振興と魅力の発信

施策・事業名

【担当課名等】

予 算 科 目
（予算現額）
決 算 額

［翌年度繰越額］

施策・事業の概要及び成果

⑨ 山梨サイクル
ネット構想の
推進

道路橋りょう建設費 　個性ある観光地の確立と来訪者増加による地域活性

化を図るため、富士北麓地域において自転車による広

域的な周遊を行うための利用環境の整備を推進した。

（ 8,898）

8,898

【道路整備課】 ・案内誘導サイン、注意喚起サイン等の整備

� 延長 3.9 ㎞道路橋りょう整備費

（ 102）

102

⑩ 県民の文化芸
術活動への参
加促進

芸術文化振興費 　「山梨県文化芸術振興ビジョン」のメインテーマ「人

を育み、文化を磨く」を具現化するため、県内小学校

等において文化芸術の体験・鑑賞・学習の機会を提供

した。

　これにより、文化芸術の振興を担う人材の育成が図

られ、県民の文化芸術活動への参加促進に寄与した。

（ 2,205）

2,205

【生涯学習文化課】

・山梨芸術劇場の実施� 　6 回　参加者 1,107 人

⑪ 県立文化施設の特色
を生かした企画展・
特別展の開催や教育
普及事業の実施

美 術 館 費 　国内外の芸術文化を紹介し、本県の誇る芸術・文化

を情報発信するため、県立美術館、博物館、考古博物

館、文学館の特色を生かした企画展、特別展を開催す

るとともに、関連する教育普及事業を実施した。

　これにより、多くの県民に学習・鑑賞機会を提供す

るとともに、本県の誇る芸術・文化の情報発信に寄与

した。

（ 97,298）

92,850

【学術文化財課】 考古博物館費

（ 29,936）

29,495

・企画展・特別展の開催

文 学 館 費 � 　　4館　10 回　観覧者数 178,890 人

（ 12,412） ・教育普及事業の実施

11,794 � 　　4館の受講者数　83,676 人

博 物 館 費

（ 59,249）

55,957
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